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現状・課題意識
予算分科会での
浅野の発言要約

政府の答弁要約

●違法な長時間労働を撲滅し、
真の働き方改革が急務。

●中小企業は国内企業の９９％、
従業員数の７０％を占めており
地域経済雇用を支える中小企
業の役割は非常に重要。

●中小企業の現場における３６
協定締結率が非常に低い。

「労使協定の締結率を比較する
と、大企業の９４％に対し中小
企業は４３．４％である。働く
人々の健康管理をしっかりと守
るために、この協定化の徹底を
求める。」

「労務管理の自主点検や相談
支援を行い、商工会などの関係
団体と連携しながら、３６協定
の適正な締結を推進するために
必要な支援、周知を行ってい
く。」

2019.2.27（wed） 予算委員会第５分科会（厚⽣労働省所管）

働き方改革関連法について

浅野さとし議員 根本厚生労働大臣

現状・課題意識
予算分科会での
浅野の発言要約

政府の答弁要約

●国内の深刻な人手不足状況は
シニア社員に期待される役割
や定年後の雇用のあり方を変
えた。

●一方、シニア社員の所得が下
がることを前提とした制度
もある。

●シニア雇用の実態や今後を見
通した支援が必要。

※高齢者雇用継続給付制度
→60歳以降の企業で働いた賃⾦が以前の75％未満
になる場合、最⼤で賃⾦の15％分が⽀給される

「６５歳以上でも働ける人が働く
ことは、国の予算の多くを占め
る社会保障費を削減することに
つながる。就労機会の確保や
労働環境の改善など十分な制
度改善を求める。」

「少子高齢化、人口減少が進む
中で国の成長力を確保するた
めにも、高齢者の複数の働き方
メニューを用意し、労使が話し
合って個人が選択できるよう検
討する。」

根本厚生労働大臣

2019.2.27（wed） 予算委員会第５分科会（厚⽣労働省所管）

今後の高齢者雇用のあり方について

浅野さとし議員

※

2019年2月27日
予算委員会第5分科会
（質疑要旨）
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現状・課題意識
予算分科会での
浅野の発言要約

政府の答弁要約

●２０１９年１０月より幼児教育
無償化が導入される。

●金銭面の負担が軽減されると
ともに保育園・幼稚園など多様
なメニューが選べるようになる。

●一方、保育士不足の加速や保
育園・幼稚園の安全水準が低
下する懸念あり。

「今年１０月から幼児教育無償
化が始まり、一部の認可外施設
についても無償化の対象となる
予定だが、十分な施設の安全
対策を求める。」

「子どもたちの保育環境の安全
確保の観点から、幼児教育無
償化に関する協議の場を設け、
しっかりとＰＤＣＡサイクルを回し
て取り組んでいく。」

根本厚生労働大臣

2019.2.27（wed） 予算委員会第５分科会（厚⽣労働省所管）

幼児教育無償化について

浅野さとし議員

2019年2月27日
予算委員会第5分科会
（質疑要旨）
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2019年2月27日
予算委員会第7分科会
（質疑要旨）

現状・課題意識
予算分科会での
浅野の発言要約

政府の答弁要約

●改元が来年５月１日と迫る中、
政府は新元号の発表を４月１
日以降とする方針。

●昭和から平成への改元時には
天皇の崩御翌日からの改元と
なり、システム改修が大混乱。

●元号決定が遅ければ遅いほど
システムトラブルのリスクは増
大するため、円滑な改元に向
けた対策が必要。

「下請けへのサービス強要や対応

が間に合わなかった場合など、あ

らゆる可能性を考慮しながら公平

公正な取引を実現し、かつ予測

可能な事態に対するしっかりとし

た準備を求める。」

「ユーザー企業、ベンダー企業の

双方に対してそれぞれの立場で

何をすべきか確認を行うべき事項

のリストを配布し、対策を講じてい

く。」

2019.2.27（wed） 予算委員会第７分科会（経済産業省所管）

改元に伴う情報システム改修への対応について

浅野さとし議員 成田政府参考人

現状・課題意識
予算分科会での
浅野の発言要約

政府の答弁要約

●現場では毎回、長時間労働が
常態化している。

●２年に一度行われる診療報酬
改定時のシステム改修は非常
に短納期スケジュールとなって
いる。

●電子点数表は公表されている
が内容が複雑で作業が効率化
できていない。

「電子レセプトの普及に伴い、公

表する電子点数表をもっとシンプ

ルに効率化するなど改善の余地

があると考える。改修作業の負担

を軽減するために、積極的な取組

みを求める。」

「レセプトコンピュータの改修作業

について負担が生じていることは

承知している。引き続き、現場の

医療機関やシステム事業者等の

負担軽減につながるように適切

に取組んでいく。」

2019.2.27（wed） 予算委員会第７分科会（経済産業省所管）

レセプトコンピュータ改修への対応について

浅野さとし議員 山本政府参考人委
員
会
質
疑
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2019年2月27日
予算委員会第7分科会
（質疑要旨）

現状・課題意識
予算分科会での
浅野の発言要約

政府の答弁要約

●日本は世界第４位のエネルギー
消費国でありながらエネルギー
自給率は約９％にとどまる。

●温室効果ガス削減に向けた、
安定供給が可能な純国産の新
しいエネルギー資源の開発が
急務。

●バイオ燃料について、国は積極
的な姿勢を示していない。

「バイオ燃料は純国産エネルギー

資源であり、利用を促進するため

の環境をしっかりと政府が目標を

決めて産業界をリードしていく必

要があると考える。今後より一層

加速した取組みを求める。」

「国内外の技術開発の状況や各

国の政策動向について情報を集

め、国内においてバイオ燃料利用

拡大に向けた取組みを進めてい

く。」

2019.2.27（wed） 予算委員会第７分科会（経済産業省所管）

バイオ燃料の推進について

浅野さとし議員 関経済産業副大臣

現状・課題意識
予算分科会での
浅野の発言要約

政府の答弁要約

●今国会では、自動走行車両を
市場に解禁する法案が提出予
定。

●今後、国内標準に加えて、ス
ピード感をもった国際標準化
が必要。

●自動運転車両に関係するデー
タの取り扱い方針が不明確。

「今国会において道路運送車両

法改正案が提出されているが、

自動走行車両から得られたデー

タの取扱い・保護に関する考え方

について、経産省がリードした取

組みの加速化を求める。」

「自動走行車両から得られるデー

タの取り扱い、そして通信プロトコ

ルの標準化などについてはできる

だけ早く対応を議論していく。」

2019.2.27（wed） 予算委員会第７分科会（経済産業省所管）

自動走行車両の実用化に向けた取組みについて

浅野さとし議員 世耕経済産業大臣 委
員
会
質
疑
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2019年3月13日
経済産業委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●現状において、日本のキャッ
シュレス比率は約２０％であり、
諸外国と比較し低い。政府は
今後２０２５年を目途に４０％
をめざすとしている。

●中小・小規模事業者がキャッ
シュレス化に対応することで、
地域の利便性も上がり、店舗
の売上も伸びる効果が期待さ
れる。

●一方、中小・小規模事業者の
参加見通しは２１％にとどまっ
ている。

「消費者への還元（約１７８６億

円） の積算で、還元率５％となる

事業への中小・小規模事業者の

参加見込みを２１％としているが、

非常に低い想定だ。経産省が

しっかりリーダーシップを発揮し更

に高めの目標設定をするべき。」

「２１％というのは、キャッシュレス

事業者に聞き取りをして積算した

割合であるが、制度スタート後は

月単位でしっかりモニタリングを

繰り返し、必要であれば軌道修正

を図っていく。」

2019.3.13（wed） 経済産業委員会

キャッシュレス決済の促進とポイント還元について

世耕経済産業大臣浅野さとし議員

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●デジタル革命によりオープンイ
ノベーションが進み、中小・ベン
チャー企業が飛躍するチャンス
が拡大。

●中小・ベンチャー企業が取得し
た特許を守れるよう、訴訟制度
の改善が必要。

●昨年の特許法改正により、知
財紛争の早期解決に向けたイ
ンカメラ手続きが創設されたば
かり。

「昨年、特許法改正（インカメラ手

続きの創設）が行われ、まだ施行

されていない。まず昨年創設した

制度の十分な検証を行うべき。」

「昨年の法改正とは対応する課題

が異なり、中小・ベンチャー企業の

保護を目的に改正案を提出して

いる。昨年の改正に加え、本施策

もスピード感を持って取り組んで

いく。」

知財紛争処理システムのあり方について

浅野さとし議員 宗像特許庁長官

2019.3.13（wed） 経済産業委員会

委
員
会
質
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2019年4月12日
経済産業委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●特許法改正により、裁判所が
任命した専門家による証拠収
集の制度が創設。

●専門家は幅広い職種から指定
され、秘密保持義務を課される。

●専門家は高度な知識及び技能
が求められることから、業界関
係者である場合もあり得るため、
中立かどうかの判断が難しい。

「今後、さまざまな分野で知財訴
訟が起こり得る中で、誰が中立な
のかという判断の見極めは非常
に難しくなる。証拠収集手続きを
行なう人物要件についてはしっか
りと明確化すべき。」

「査証人については技術と訴訟手
続きの双方に精通した公平な専
門家を確保しなければならないと
考えている。知的財産権関係の
専門委員の名簿を査証人の選定
でも活用できるよう整備する。」

証拠収集手続きの創設について
2019.4.12（fri） 経済産業委員会

浅野さとし議員 門田政府参考人

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●デジタル革命によりオープンイ
ノベーションが進み、中小・ベン
チャー企業が飛躍するチャンス
が拡大。

●他方、支援窓口が複数存在。
「どこに相談したら良いか分か
らない」など戸惑いの声が多数。

●事業者視点でのユーザーフレン
ドリーな取組みが必要。

「中小企業・スタートアップ企業の
多くの場合、知財訴訟に対する
経験や人的リソースに乏しいこと
が想定される。支援窓口の簡素
化など、中小企業経営者に配慮
した支援体制の強化を求める。」

「全国に知財総合支援窓口を設
置し、専門家が相談を受け付ける
体制を整備している。引き続き、
権利取得や活用のみならず、知
財訴訟のリスク、備えの必要性に
ついても情報提供や助言を実施
していく。」

中小企業・スタートアップ企業に対する支援について
2019.4.12（fri） 経済産業委員会

浅野さとし議員 米村政府参考人委
員
会
質
疑

31

経
済
産
業
委
員
会



2019年4月12日
経済産業委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●海外における知財権侵害は日
本企業の稼ぐ力をそぐ重大な
問題。

●米国のディスカバリー制度をは
じめ、諸外国では強力な証拠
収集制度が存在。

●海外の証拠収集制度を活用し
て入手した証拠は国内の訴訟
でも使える。

「今後、海外で証拠を取得して日
本国内の協議に生かすようなア
プローチも十分考えられる。海外
の証拠収集制度の利活用や支援
するような取組みを求める。」

「日本企業の知財権侵害の対応
を支援するため、ジェトロなどに専
門家を配置したり、中小企業にお
ける海外知財訴訟に係る費用の
一部を補助などの支援策を講じ
ていく。」

海外の証拠収集制度の利活用支援について

浅野さとし議員

2019.4.12（fri） 経済産業委員会

米村政府参考人

委
員
会
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2019年4月17日
経済産業委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●急速な高齢化により、社会保
障給付費が増大。

●政府推計によると、２０４０年
度には、１８年度の１．６倍、約
１９０兆円にも上る見込み。

●経産省の分析によれば、医療
機関にかかる原因の一位は生
活習慣病。

「医療ビッグデータの活用し、予防
医療に力を入れることで高齢者
の健康寿命が延び、医療支出も
抑えられると考える。関係省庁と
連携し取組みの加速を求める。」

「健康寿命の延伸実現には生活
習慣病の対応が重要である。ＩｏＴ
やビッグデータといった技術革新
を最大限取り入れて関係省庁と
連携しながら施策を進めていく。」

医療ビッグデータの利活用を促進するための施策について
2019.4.17（wed） 経済産業委員会

浅野さとし議員 世耕経済産業大臣

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●第４次産業革命の到来に伴い、
ＩｏＴ機器等によって様々なデー
タが収集可能。

●データは利活用することで、
様々なイノベーションを創出す
るが、国際的な枠組みが不十
分。

●国際的なデータの流通プラット
フォームを構築に向け、ルール
の明確化が必要。

「本年６月の会合では主要課題
の中にデータの利活用促進という
テーマが含めれている。日本のプ
レゼンスを発揮するような姿勢で
会合に臨むことを求める。」

「デジタルのルールについてはＧ７
やＯＥＣＤ、ＷＴＯでも非常に重要
なテーマになっている。Ｇ２０では
データ・フリー・フロー・ウィズ・トラ
ウトのコンセプトについて各国大
臣の賛同を得たいと考えてい
る。」

Ｇ２０貿易・デジタル経済大臣会合について
2019.4.17（wed） 経済産業委員会

浅野さとし議員 世耕経済産業大臣委
員
会
質
疑
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2019年5月15日
経済産業委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●米中両国間による通商摩擦が
世界的に大きな懸念材料。

●国内企業の９９％超、従業員
数の７０％を支えている中小企
業は国内経済を支える重要な
存在。

●米中両国以外にも周辺諸国を
含め総合的な視点での分析が
必要。

「米中貿易摩擦の影響が、自らの
事業にどういった影響を及ぼすの
か中小企業経営者から懸念の声
がある。政府の情報ネットワークを
活用し、周辺諸国も含めて経済
の状況を見極めながら、適時適
切な情報発信を求める。」

「世界第１位と第２位の経済大国
である米中両国とは、安定的成
長と発展につながる関係を構築
することが重要。今後、ジェトロを
通じた情報提供を行い、中小企
業への応援体制を構築してい
く。」

米中通商摩擦について
2019.5.15（wed） 経済産業委員会（中⼩企業強靭化法案 法案審議）

浅野さとし議員 関経済産業副大臣

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●中小企業におけるＢＣＰ策定率
は約１６％であり、非常に低調。

●今日、地域の中小企業やサプ
ライチェーンに大きな影響を与
えるような大規模な災害が続
けて発生。

●有事に備えた中小企業の取組
について広く見える化を図り、
インセンティブを付すことが重
要。

「ＢＣＰを策定し認定を受けた企
業については、対外的に見える化
を図り、その企業自身の社会的
信頼性を高められるような取組み
が必要。省庁だけでなく、商工会
などの身近な拠点等での公表を
求める。」

「認定を受けた中小企業は、国の
お墨付きを受けた事業者であり、
広く周知し、広報していく。また、
ご指摘を踏まえて、地域の方々が
よくご覧になるようなホームペー
ジへの掲載等も検討する。」

ＢＣＰ策定に対するインセンティブのあり方について
2019.5.15（wed） 経済産業委員会（中⼩企業強靭化法案 法案審議）

浅野さとし議員 世耕経済産業大臣委
員
会
質
疑
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2019年5月17日
経済産業委員会
（質疑要旨）

これまでの経緯
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

（産業界の声）
●新元号の公表次期に懸念
●昭和→平成の時は前日公表
●早期の新元号公表を希望

「新元号の公表次期は、期限まで
に十分な余裕を確保できるよう配
慮して欲しい。」

→（2018/5/30質疑）
●産業界にも十分配慮する
●一定の「移行期間」も検討
→（2018/12/5質疑）
◎約750の団体に通知済
◎産業界へのヒアリングを開始

「今回の元号改定では、平成と令
和の両方が使える移行期間を設
けたことで、比較的円滑に作業が
行われた。今後も現場に負担を
かけないような円滑な対応を求め
る。」

「ＩＴ業界の皆さんの多大なご協力
のおかげでこの令和の時代、平
穏に迎えることができた。心から
御礼申し上げたい。トラブルが起
こらないように周知広報などに引
き続き努めていく。」

情報システムの改元対応状況について
2019.5.17（fri） 経済産業委員会（⼀般質疑）

浅野さとし議員 世耕経済産業大臣

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●２０１２年のＦＩＴ制度導入以降、
再エネ比率は１０％から１６％
まで上昇。

●他方、再エネ賦課金は年々上
昇し、２０１８年度の総額（国民
負担額）は２．４兆円。

●政府は２０２０年度末までを目
途にポストＦＩＴ制度のあり方を
検討する審議会を４月に発足。

「諸外国の再生可能エネルギーに
関する制度は様々な形となってお
り、日本も必ずしもＦＩＴ制度その
ものに固執する必要はないと考え
る。今の制度を残すのか、別の形
もあり得るのか、ＦＩＴ制度の見直
しの方向性を問う。」

「再エネの普及拡大によって生じ
た国民負担や調整コストの増大
などの課題の解決に資するよう各
国の取組状況も参考にしながら
２０２０年度末までに抜本的見直
しを行う。」

ＦＩＴ制度の抜本的見直しの方向性について
2019.5.17（fri） 経済産業委員会（⼀般質疑）

世耕経済産業大臣浅野さとし議員委
員
会
質
疑
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2019年5月22日
経済産業委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●今回の改定で公正取引委員会
の中に新たに判別官が設置さ
れ証拠提出の要否判断を行う。

●判別官については公正取引委
員会の職員がつとめることが
検討されている。

●判別官の公平公正さがどう担
保されるかが重要。

「事件調査における判別官につい
ては公正さが非常に重要と考え
る。今般の独占禁止法の改正に
おいても判別官の公正さを担保
するために第三者の活用を検討
いただきたい。」

「公正取引委員会において、ご指
摘の点を十分に踏まえながら検
討し、今後整備する規則や指針
などで判別手続の中立性、公正
性を確保していく。

公取調査における証拠提出の要否判断の公正化について
2019.5.22（wed） 経済産業委員会（独禁法改正法案 法案質疑）

浅野さとし議員 宮腰国務大臣
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2019年3月28日
原子力問題調査特別委員会

（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●ＪＡＥＡでは、２０１７年６月、２
０１９年１月に立て続けに放射
性物質漏洩事故が発生。

●ＪＡＥＡの全体予算額は約１５
００億円であるが、目的を柔軟
に変えられる変動費の構成は
全体の２割弱。

●ソフト対策のみならず、根本的
なハード対策を行うため十分な
予算枠の確保が必要。

「安全は全てに優先する。安全対

策については予算がない、お金が

ないで済ませてはいけない。安全

最優先とした十分かつ柔軟な予

算措置を求める。」

「ＪＡＥＡの安全対策に係る予算

の確保というのは大変重要であ

る。引き続き、二次補正予算など

活用して適切な高経年化、そして

安全対策が実施されるよう必要

な対策を講じていく。」

2019.3.28（thu） 原⼦⼒問題調査特別委員会

ＪＡＥＡの安全対策強化に向けて

浅野さとし議員 永岡文部科学副大臣

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●廃炉・使用済み燃料の処分に
ついては必ず行わなければなら
ない。

●しかし、福島第一原子力発電
所の事故後、学生の就職希望
者が減少。

●人材の確保や技術の伝承は、
喫緊の課題。

「長期的な視点で原子力の人材

確保と教員の確保は大変重要だ。

持続的な人材育成ができるよう

国の取組み強化を求める。」

「産学連携をはじめ、原子力関連

教育の国際化の取組みを強化し

ながら、原子力基盤の安全を支

える幅広い分野における人材育

成をしっかりと進めていく。」

原子力技術を担う人材の確保・育成について
2019.3.28（thu） 原⼦⼒問題調査特別委員会

浅野さとし議員 増子政府参考人委
員
会
質
疑
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2019年4月11日
科学技術・イノベーション推進特別委員会

（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●急速な少子高齢化で労働力不
足が深刻化。

●国内には働く意欲はあるもの
の就労できない障がい者の
方々など約１,６００万人近い潜
在労働力が存在。

●ＩＣＴ技術やロボティクス技術の
向上により、遠方からアバター
（分身ロボット）を操作し障がい
者が就労できる可能性が高
まっている。

「アバタープロジェクト（分身ロボッ
ト）のような事例を参考に、これま
で支えられてきた立場の方々が、
希望を持てるような社会の実現
に向け、科学技術の力で加速し
た社会実装の取組みを求める。」

「高齢者、障がい者が社会で活躍
できないような状況では日本の未
来はない。産業界と連携しながら
すべての人々が快適に満ちた生
活を送れるようイノベーションの創
出に取り組んでいく。」

2019.4.11（Thu） 科学技術・イノベーション推進特別委員会

最新技術を活用した高齢者・障がい者の活躍促進に向けて

浅野さとし議員 平井国務大臣

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●日本の研究開発力の現状は中
国や米国と比較し、大きな差が
存在。

●4/9（火）朝日新聞にて国内の
私立大学の研究に対する助成
制度の廃止が報道。

●研究開発力強化に向けて、人
材育成の観点からも国内大学
の果たすべき役割は非常に重
要であり、十分な支援が必要。

「廃止する助成制度の代替措置
の額は従来と比較し、わずか１/
１０である。高齢者・障がい者の
希望、そして科学の進歩を生み
出すためにも、大学の研究開発
力強化に向け十分な支援を求め
る。」

「質の高い教育研究を支援してい
くことは大変重要である。本事業
が短縮になる大学からの相談等
に丁寧に説明しながら、私立大
学経常費補助金の確保につとめ
ていく。」

国内大学の研究開発力の強化に向けて
2019.4.11（Thu） 科学技術・イノベーション推進特別委員会

浅野さとし議員 白間政府参考人委
員
会
質
疑
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2019年6月4日
科学技術・イノベーション推進特別委員会

（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●大学と企業が連携するクロスア
ポイントメント制度はイノベー
ションを起こす環境づくりのカギ
となる。

●一方で、平成２８年度の統計
における同制度の利用実績は
非常に低い。

●少子高齢化により、人手不足
が急速に進行する今日におい
て、人材確保の観点からも産
学連携の強化が求められる。

「クロスアポイントメント制度は企
業側に同制度の趣旨が十分に浸
透していない。たくさんのアイデア
やイノベーションが生まれやすい
環境を作り出すために、積極的な
周知の強化を求める。」

「文部科学省としても同制度が十
分に活用されていない実態は認
識している。今後、手引きを作成
するとともに、経団連と連携しな
がらマッチングに向けた協議会を
全国で開催して、普及活動に努
める。」

クロスアポイントメント制度の活用推進について
2019.6.4（tue） 科学技術イノベーション推進特別委員会（⼀般質疑）

浅野さとし議員 渡辺政府参考人

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●企業等との共同研究における
間接費の割合は直接費の３
０％未満という大学が全体の
９割超を占める。

●他方で、実際に必要となる間
接費は軒並み高いものになる
可能性があるとの分析あり。

●今後、大型の共同研究を進め
れば進めるほど不足が高じてし
まい、大学経営に悪影響を及
ぼす可能性あり。

「共同ラボは大学側の施設の維
持管理費などの間接費を民間企
業側に求めづらい。企業側と大
学側のコンセンサスを形成する必
要がある。」

「間接経費の算定方法などに課
題があると承知しており、経産省
では文科省と共同でガイドライン
を策定した。今現在、産学双方に
対し積極的に周知を図っており、
実施状況をフォローしながら実効
性のある対策を検討していく。」

産学共同ラボの推進に関する諸課題への対応について
2019.6.4（tue） 科学技術イノベーション推進特別委員会（⼀般質疑）

浅野さとし議員 渡邊政府参考人委
員
会
質
疑
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2019年4月26日
内閣委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●デジタルファースト法案により、
今後の行政手続きが原則オン
ライン化される。

●オンライン化に必要なシステム
仕様は民間事業者による情報
通信技術を活用。

●デジタルデバイド克服の観点か
らも分かりやすく使いやすい利
用者のニーズに合った情報シ
ステム仕様が必要。

「情報システム仕様の策定におい
ては、民間企業や社会のニーズを
的確に反映するために、パブリッ
クコメント（外部レビュー）などを活
用するべき。」

「各府省において、利用者の要望、
意見等を踏まえながら整備を進め
ており、特に情報システムについ
ては開発段階に限らず、今後も
日常的に利用者の声踏まえなが
ら、操作性の改善など断続的に
取組んでいく。」

情報システム仕様の策定におけるパブリックコメントの必要性について
2019.4.26（fri） 内閣委員会（デジタルファースト法案 法案審議）

二宮政府参考人浅野さとし議員

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●国の行政手続きは今後、デジ
タル手続きが義務化されるが、
地方自治体の情報システムは
対象外。

●地方自治体ごとに独自仕様が
乱立し、円滑なデータの取り交
わしを阻害する恐れあり。

●国と地方自治体の情報システ
ム仕様を一部共通化すること
が理想。

「地方自治体単位で情報システム
仕様に差異が生じ、本来提供さ
れるべきワンストップサービスが阻
害される恐れがある。国と地方自
治体に一定の共通仕様を設ける
べき。」

「今後、国と自治体におけるシー
ムレスな情報連携、情報システム
の共用化は大変重要になってくる。
システム構築を担う民間事業者
のわかりやすさに配慮しながら、
推進していく。」

行政手続きのデジタル化に向けた情報システム仕様の統一について
2019.4.26（fri） 内閣委員会（デジタルファースト法案 法案審議）

浅野さとし議員 二宮政府参考人委
員
会
質
疑
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2019年4月26日
内閣委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●第４次産業革命の到来に伴い、
さまざまなデータがビッグデータ
として収集されていく。

●データは利活用することで様々
なイノベーションを創出するが、
他方、一度拡散したデータの
回収はほぼ不可能。

●データ自体のみならず、データ
フローのセキュリティの確保が非
常に重要。

「サイバーセキュリティ対策と合わ
せ、データ流通の信頼性を担保す
るためにも、データフロー自体を
しっかりと保護して国民が安心し
て国に情報を委ねられる環境を
構築するべき。」

「これからタイムスタンプを厳格に
運用することによって、情報のイ
ンテグリティーも一定担保しながら
官民で連携し、社会全体でデータ
フローの信頼性（トラスト）を上げ
ていく。」

サイバーセキュリティ対策とデータフローに関する記録の必要性について
2019.4.26（fri） 内閣委員会（デジタルファースト法案 法案審議）

浅野さとし議員 平井ＩＴ担当大臣
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2019年5月24日
内閣委員会
（質疑要旨）

委
員
会
質
疑

99

内
閣
委
員
会



2019年5月24日
内閣委員会
（質疑要旨）
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2019年5月17日
環境委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●オゾン層破壊の懸念から特定
フロンは１９８７年のモントリ
オール議定書以降使用が制限。

●他方でオゾン層を破壊しない
代替フロンの温室効果は二酸
化炭素より最大約１万倍高い。

●代替フロンに代わる冷媒の開
発と並行して、回収率向上に
向けた取組みが必要。

「２０１５年から今日までフロン回
収率は約３８％と低調に推移おり、
対策は急務。製造メーカー側の協
力を得ながら、機器自体のフロン
回収状態を見える化し、回収作
業の効率化を図るような取組み
を求める。」

「ご指摘を踏まえながら、いかに
冷媒を回収するときの回収残を
可能な限り減らすことができるか、
その対策について技術的な検討
を進めていく。」

代替フロン回収率向上に向けた取組みについて
2019.5.17（fri） 環境委員会 フロン法改正案（法案審議）

浅野さとし議員 森下政府参考人

委
員
会
質
疑

107

環
境
委
員
会



委
員
会
質
疑

108



委
員
会
質
疑

109

環
境
委
員
会



委
員
会
質
疑

110



委
員
会
質
疑

111

環
境
委
員
会



委
員
会
質
疑

112



第200回国会
委 員 会 質 疑
2019年10月〜2019年12月

委
員
会
質
疑





2019年11月7日
連合審査会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●２０１９年１０月、日米貿易協
定、日米デジタル貿易協定に
両国首脳が署名。

●米国側の関税撤廃率９２％に
は自動車関連税の撤廃が含ま
れているが、撤廃は確約されて
いない。

●協定書上、「更なる交渉
（”further negotiations”）に
よる関税撤廃」と明記されて
いるが、具体的な時期につい
ては不明確。

「協定書上、次回の交渉で関税
撤廃を協議するということを担保
できる表現ではない。次回交渉で
撤廃は協議されるのか。
自動車産業は日本の基幹産業
である。先手先手を打って、戦略
的な対応を求める。」

「どの分野について交渉を行うか、
その対象等を含め、米国側とまず
協議し、その協議によって決まっ
た内容について交渉が行われる
と考える。」

自動車・同部品に関する関税交渉について
2019.11.7（thu） 外務委員会・農林⽔産委員会・経済産業委員会

連合審査会（⽇⽶貿易協定及び⽇⽶デジタル貿易協定 審議）

浅野さとし議員 茂木国務大臣
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2019年11月8日
経済産業委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●台風１５号、１９号をはじめとす
る東日本を中心とした豪雨に
て甚大な被害が発生。

●政府は被災者の生活やなりわ
いの再建に向けた施策を盛り
込んだ災害対策パッケージを
閣議決定。（約１，３００億円）

●しかし、その中でグループ補助
金については適用できる都道
府県が限定されている。

「中小企業の方々にとって、グ
ループで申請できる本制度は大
変重宝されてきた。
今後、グループ補助金が使えな
い地域では手続きを簡素化する
など、被災者に寄り添った具体的
な対応を求める。」

「今後は運用の面でも柔軟に、そ
して手続きの面でも簡素化してい
く。また、いち早く対応できるよう
に地域の商工会議所を通じて、
周知していく。」

被災された中小・小規模事業者への支援策について
2019.11.8（fri） 経済産業委員会（⼤⾂所信に対する質疑）

浅野さとし議員 梶山国務大臣
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2019年11月13日
経済産業委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●既存システムが老朽化する中、
新たなデジタル技術の活用に
資源を振り分けることができな
い問題が深刻化。

●この課題を克服できない場合、
２０２５年以降、約１２兆円の
経済損失が生じる可能性あり。
（２０２５年の崖）

●改正案ではデジタル経営改革
を促進するために、国の指針に
基づき、優良な取組みを行う企
業を認定する制度を創設。

「認定制度の公正公平性をどのよ
うに担保するのか。」
（デジタルの成熟度だけで評価
すると、既存のＩＴ資産を有してい
る企業よりも、新興企業のほうが
高評価を得る可能性があるため）

「その企業のビジネスの新規性と
は独立し、あくまでも企業の業種、
事業内容に見合った攻めの改革
をしているかどうかというのがポイ
ントになる。経営として攻め、守り
両面できちんと満たされているか
ということを軸に判断したい。」

デジタル経営改革における認定制度の導入について
2019.11.13（wed） 経済産業委員会（情報処理促進改正法案 法案審議）

浅野さとし議員 西山政府参考人

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●既存システムが老朽化する中、
新たなデジタル技術の活用に
資源を振り分けることができな
い問題が深刻化。

●この課題を克服できない場合、
２０２５年以降、約１２兆円の
経済損失が生じる可能性あり。
（２０２５年の崖）

●改正案ではＩＰＡ（独立行政法
人情報処理推進機構）の役割
を拡大し、社会全体でのデータ
共有を容易にするアーキテク
チャづくりをめざす。

「アーキテクチャが共通化され、競
合他社との差別化要素が無くな
ることをどのように考えているか。
また、ビジネスのグローバル化に
伴い、今後海外とのアーキテク
チャ共通化も意識する必要がある
が、政府の考えを問う。」

「全てではなく、どの部分を共通
化することが最も公平かつ実効
的かという判断をＩＰＡに担わせる。
また、海外においてもさまざまな
機関との交流を図りながら、日本
として何らかの案を発信し、共通
化に向け議論していく。」

共通の技術仕様（アーキテクチャの設計）について
2019.11.13（wed） 経済産業委員会（情報処理促進改正法案 法案審議）

浅野さとし議員 西山政府参考人委
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2019年11月13日
経済産業委員会
（質疑要旨）

現状・課題意識
委員会での

浅野の発言要約
政府の答弁要約

●既存システムが老朽化する中、
新たなデジタル技術の活用に
資源を振り分けることができな
い問題が深刻化。

●この課題を克服できない場合、
２０２５年以降、約１２兆円の
経済損失が生じる可能性あり。
（２０２５年の崖）

●改正案ではサイバー攻撃の手
法に対応する知識・技能を持っ
た人材を確保するために、情報
処理安全確保支援士に更新
制を導入することとしている。

「サイバーセキュリティ技術という
のは日進月歩であり、スキルアッ
プが非常に重要。講習内容を高
度化し、関連する最新技術の習
得が効果的に進むよう対応を求
める。」

「原則として３年間で講習を受け
なければ登録を抹消することに加
え、技術は日進月歩であるため
講習そのものは３年に１回とはし
ない予定。毎年少なくとも１回の
オンライン講習を行いながら、更
新に当たっての講習を義務づけ
る。」

情報処理安全確保支援士制度について
2019.11.13（wed） 経済産業委員会（情報処理促進改正法案 法案審議）

浅野さとし議員 西山政府参考人
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託
児
所
に
お
け
る
補
助
金
適
用
の
範
囲
に
関
す
る
質
問
主
意
書 

  

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
で
は
、
企
業
主
導
型
保
育
事
業
に
よ
り
最
大
五
万
人
の
保
育
の
受
け
皿

を
整
備
す
る
と
し
て
い
る
。
そ
の
一
方
で
、
二
〇
一
六
年
の
制
度
創
設
以
降
、
多
額
の
助
成
金
を
あ
て
に
し
た
ず
さ
ん
な
経
営

を
行
な
う
一
部
の
事
業
者
も
出
て
お
り
、
短
期
間
で
の
閉
鎖
や
事
業
か
ら
撤
退
す
る
等
の
事
例
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。 

他
方
、
二
〇
一
六
年
の
補
助
金
導
入
前
か
ら
運
営
を
行
な
っ
て
い
る
企
業
内
託
児
所
の
中
に
は
、
堅
実
な
経
営
を
行
な
い
、

実
績
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
補
助
金
の
対
象
外
と
な
り
、
厳
し
い
運
営
を
迫
ら
れ
て
い
る
事
業
所
も
存
在
す
る
。 

 

今
後
、
持
続
的
に
待
機
児
童
解
消
に
取
組
ん
で
い
く
た
め
に
は
、
本
制
度
の
創
設
前
か
ら
存
在
す
る
一
定
以
上
の
実
績
が
あ

る
事
業
者
に
つ
い
て
も
補
助
金
の
対
象
と
す
べ
き
と
考
え
る
。 

こ
の
件
に
関
連
し
、
以
下
質
問
す
る
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一 

二
〇
一
八
年
三
月
二
十
九
日
の
参
議
院
内
閣
委
員
会
に
お
い
て
、
矢
田
わ
か
子
参
議
院
議
員
か
ら
既
設
の
事
業
所
内
保
育

所
に
対
す
る
支
援
の
問
い
に
対
し
、
当
時
の
松
山
国
務
大
臣
か
ら
「
従
来
の
事
業
所
内
保
育
施
設
は
、
雇
用
保
険
か
ら
運
営

費
が
出
て
い
る
と
こ
ろ
と
出
て
い
な
い
と
こ
ろ
も
あ
る
か
と
思
い
ま
す
。
様
々
な
ケ
ー
ス
が
あ
ろ
う
か
と
思
い
ま
す
の
で
、

先
生
の
御
指
摘
踏
ま
え
て
検
討
さ
せ
て
も
ら
い
た
い
と
思
い
ま
す
。」
と
答
弁
さ
れ
て
い
る
が
、
約
一
年
が
経
過
し
た
現
在
に

お
け
る
政
府
の
検
討
状
況
を
問
う
。 

右
質
問
す
る
。 
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国民民主党
党所属調査会資料

党
所
属
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会
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料



国民民主党　エネルギー調査会

◦ 役 員 構 成 ◦

	 顧　問	 増子　輝彦

	 	 吉良　州司

	 会　長	 後藤　祐一

	 副会長	 徳永　エリ

	 	 浜野　喜史

	 	 斉木　武志

	 事務局長	 矢田　わか子

	 事務局次長	 浅野　哲

	 	 源馬　謙太郎

2019年11月8日
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国民民主党　税制調査会

◦ 役 員 構 成 ◦

	 顧　問	 前原　誠司

	 	 原口　一博

	 	 古川　元久

	 	 増子　輝彦

	 会　長	 古本　伸一郎

	 副会長	 浜口　誠（筆頭）

	 	 渡辺　周

	 	 足立　信也

	 	 岡本　充功

	 	 奥野　総一郎

	 	 森本　真治

	 	 古賀　之士

	 事務局長	 稲富　修二

	 事務局次長	 青山　大人

	 	 浅野　哲

	 	 源馬　謙太郎

	 	 矢田　わか子

2019年10月24日
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浅 野 哲 事 務 所 　 ス タ ッ フ 名 簿 		

№ 役　職 氏　名 備　考

1 最高顧問 大畠章宏

2 顧　　問 菊地孝義

3 事務所長 渡辺正幸

4 事務局長 平塚宣行

5 政策秘書 小澤　弘

6 第一秘書 佐藤嘉洋 2019.1.31退任

7 第一秘書 大川一弘 2019.7.1就任

8 第二秘書 田中洋和

9 秘　　書 角田　孝 2019.7.31退職

10 秘　　書 髙山秀樹

11 秘　　書 徳田敏夫

12 秘　　書 助川忠光

13 アドバイザー 鈴木和夫 2019.1.31退職

14 事務員 阿部夏樹

15 事務員 齋藤遊亀

16 事務員 北沢さとみ

17 事務員 田澤恵子 2019.4.30退職

18 事務員 田沢美代子 2019.7.1入職

2019.12.31現在
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